
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 横浜市では、市民、企業、大学、団体など、様々な担い手の皆様との対話を進め、それぞれが

持つ資源やノウハウを活用することにより、新たな価値を創造し、社会や地域の課題、行政課題

の解決を図る「共創」の取組を進めています。 
このたび、学校法人都築第一学園 横浜薬科大学（理事長 都築 仁子）、一般社団法人 横浜市 

薬剤師会（会長 寺師 三千彦）及び横浜市（市長 林 文子）は、大規模災害の発生時等に薬局機

能を維持・補完するモバイルファーマシー（災害対策医薬品供給車両）を連携して運用すること

に合意し、平成３０年１２月１０日に連携協定を締結しました。 
モバイルファーマシーの車両は、平成３１年２月末に１台目が完成し、政令指定都市としては

全国で初めて３月から運用を開始する予定です。また、大都市における広域運用の必要性を踏ま

え、来年１０月には２台目（給水車の牽引が可能なタイプ）を配備し、水道等のライフラインに

支障がある場合にも、自律的な医薬品供給等に対応する予定です。 

今後、連携協定に基づき、災害発生時のみならず平時も含めた効果的なモバイルファーマシー

の運用に向けて、調整を進めていきます。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

協定締結時の様子（左から都築仁子理事長、林文子市長、寺師三千彦会長） 
 
 
 
 
 ○災害発生時は、横浜薬科大学、横浜市薬剤師会及び横浜市が連携して、災害支援に従事する

薬剤師等と一緒に出動し、避難所等での医薬品の調剤・供給・服薬指導等の業務を行います。 
 ○平時は、防災訓練、薬と健康の週間等の各種行事等の場への展示、かかりつけ薬剤師・薬局

の普及など、医薬品の適正使用に関する啓発活動等に活用します。 
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モバイルファーマシー（災害対策医薬品供給車両）を 
横浜薬科大学、横浜市薬剤師会、横浜市が連携して運用します 

裏面あり 

モバイルファーマシー運用の概要 
 



 

 
 

 
薬局機能を搭載し機動力を備えた災害対策医薬品供給車両です。東日本大震災の教訓をもと

に宮城県で開発されました。停車時でも貯めた電気を使用できる「ＮＭＧ発電システム」、水タ

ンク等を搭載しており、電力や水が途絶えた被災地でも自律的に調剤作業と医薬品の交付を行

うことができます。 
 

【主要設備等】 

小型バスを改造し、通常の車両性能のほか、居住性（ベッド、トイレ、エアコン等）を備え、

調剤に必要な調剤棚、電子天秤や自動分包機、水剤調剤台、クリーンベンチ、保冷庫、パソコ

ン等を搭載するほか、災害時対応のためＭＣＡ無線を設置しています。乗車定員は３名で、準

中型免許で運転が可能です。 
 

【導入経費】 

約 4,000 万円（車両代、架装費用、設備（電源・給水等）代 等）※横浜薬科大学が負担 
 

【外観デザイン（１台目のイメージ）】 

 

モバイルファーマシーとは 



 

 
 
 

横浜薬科大学には、俣野公園「横浜薬大スタジアム」、深谷町ふれあい公園「ハマヤク農園」

のネーミングライツなどを通じ、これまでも横浜市行政の推進にご貢献いただいていますが、 
「薬剤師を輩出する大学として、横浜市薬剤師会との協力のもと、避難所の医薬品不足等の事態

が発生した際に機動力を発揮できるモバイルファーマシーを提供し、横浜市と連携して運用し、

地域に貢献していきたい」とのご提案を、共創フロントにいただきました。 
ご提案を受け、横浜薬科大学、横浜市薬剤師会及び横浜市で協議を重ねた結果、今回の協定締

結に至りました。 
なお、地元大学・薬剤師会と政令指定都市が連携したモバイルファーマシー運用の連携協定に

ついては、横浜市が福岡市と同時期に初めての締結となります。 

 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

お問合せ先 
（協定に関すること）       政策局共創推進課長      梅澤 厚也  Tel 045-671-4394 
（車両の整備・運用等に関すること）横浜薬科大学メディアセンター 小田島・渡利 Tel 045-859-1300 
（薬剤師会の取組に関すること）  横浜市薬剤師会事務局長    黒岩 清隆  Tel 045-761-7840 

 

協定締結までの経緯 
 

※共創フロントとは 

行政と民間が互いに対話を進め、新たな事業機会の創出と社会的課題の解決に取り組むために、横浜

市が設置した相談・提案受付窓口です。  
［HP］http://www.city.yokohama.lg.jp/seisaku/kyoso/front.html 

http://www.city.yokohama.lg.jp/seisaku/kyoso/front.html

